
様式例１ 

                               平成３１年度 学校経営計画      広島市立広島みらい創生高等学校 

学校教育目標 
生徒一人一人の個性を最大限に伸長させ、社会の発展に貢献できる人間性豊かな活力ある人材を育成する。 

        
目指す学校像（ビジョン） 
〇 自己の生き方や進路について主体的に探究し、目標に向かって挑戦を続ける生徒を育成する学校 
〇 他者を尊重し、豊かな人間関係を築くことができる生徒を育成する学校 
〇 社会の一員であることを認識し、社会人としてのモラルやマナーを身に付けた生徒を育成する学校 
        
領
域 

中期経営目標 短期経営目標 具体的方策 
評価指標・評価基準 担

当 努力指標 成果指標 

自
ら
学
ぶ
力
の
育
成 

生徒一人一人が
希望する生き方
や進路を実現で
きるよう、入学
時から組織的・
計画的に課題対
応能力及びキャ
リアプランニン
グ能力を高める
取組を進める。 

 
 
 
 
 
 
 
重点 
生徒の課題対
応能力及びキ
ャリアプラン
ニング能力を
高める取組を
進めるため、教
員の授業力の
向上を図ると
ともに、生徒の
進路志望に応
じた指導を充
実する。 
 
 
 
 
【重点目標・設定理由】 

次年度、第 1期生が
卒業することから、
進路実現に向けて、

自ら学ぶ力の育成
を重点目標として
取り組むことが必

要と考えた。 
また、働き方改革に
ついては、喫緊の課

題であるため。 

すべての生徒が積極
的に授業に出席し、
基礎学力の定着や学
力の向上を実感でき
るよう、ユニバーサ
ルデザインに基づく
授業づくり等の取組
を進める。 
（平日登校コース） 

4 
みらい創生 navi に授業づくり、学習支援の在り方を
まとめ、それを踏まえた授業を全科目で実施した。 

4 授業への平均出席率が、80%以上であった。 

教務 

情報 

3 
みらい創生naviに授業づくり、学習支援の在り方をまと
め、それを踏まえた授業を半数以上の科目で実施した。 

3 授業への平均出席率が、60%以上であった。 

2 みらい創生naviに授業づくり、学習支援の在り方をま
とめたが、それを踏まえた授業は半数以下であった。 

2 授業への平均出席率が、40%以上であった。 

1 
みらい創生 navi に授業づくり、学習支援の在り方
をまとめるにとどまった。 

1 授業への平均出席率が、40%未満であった。 

すべての生徒が積極
的にスクーリングを
行い、基礎学力の定
着や学力の向上を実
感できるよう、スク
ーリングに放送視聴
を導入する等の取組
を進める。 
（通信教育コース） 

4 
すべての科目のスクーリングにおいて、放送視聴を
導入した。 4 

スクーリングにかかる生徒アンケートで
肯定的評価の割合が 80％以上であった。 

3 半数以上の科目のスクーリングにおいて、放送視聴
を導入した。 

3 スクーリングにかかる生徒アンケートで
肯定的評価の割合が 60％以上であった。 

2 
放送視聴を導入したのは、半数以下の科目のスクー
リングにとどまった。 2 

スクーリングにかかる生徒アンケートで
肯定的評価の割合が 40％以上であった。 

1 ほとんどの科目のスクーリングで放送視聴が導入
できなかった。 

1 スクーリングにかかる生徒アンケートで
肯定的評価の割合が 40％未満であった。 

すべての生徒の進路
意識を高め、希望す
る進路を実現できる
よう、進路検討会議
やチューターによる
生徒の個別面談等の
取組を進める。 
（平日登校コース） 

4 
面談資料の作成及び進路検討会議を踏まえたチュ
ーターによる生徒の個別面談を行った。 4 

進路意識にかかる生徒アンケートで、肯定
的評価の割合が 80％以上であった。 

進路

指導 

3 
進路検討会議を踏まえたチューターによる生徒の
個別面談を行った。 

3 
進路意識にかかる生徒アンケートで、肯定
的評価の割合が 70％以上であった。 

2 面談資料を作成し、チューターによる生徒の個別面
談を行った。 

2 進路意識にかかる生徒アンケートで、肯定
的評価の割合が 60％以上であった。 

1 チューターによる生徒の個別面談の実施のみにと
どまった。 

1 進路意識にかかる生徒アンケートで、肯定
的評価の割合が 60％未満であった。 

すべての生徒の進路
意識を高め、希望す
る進路を実現できる
よう、進路検討会議
や進路ガイダンス等
の取組を進める。 
（通信教育コース） 

4 
進路のしおりの作成及び進路検討会議を踏まえた
進路ガイダンスを行った。 4 

進路意識にかかる生徒アンケートで、肯定
的評価の割合が 80％以上であった。 

3 進路検討会議を踏まえた進路ガイダンスを行った。 3 進路意識にかかる生徒アンケートで、肯定
的評価の割合が 70％以上であった。 

2 進路のしおりを作成し、進路ガイダンスを行った。 2 
進路意識にかかる生徒アンケートで、肯定
的評価の割合が 60％以上であった。 

1 進路ガイダンスの実施のみにとどまった。 1 
進路意識にかかる生徒アンケートで、肯定
的評価の割合が 60％未満であった。 



  様式例１       

豊
か
な
人
間
性
の
育
成 

生徒一人一人が
円滑な人間関係
を築けるよう、
入学時から組織
的・計画的に自
己理解及び人間
関係形成能力を
高める取組を進
める。 

生徒の自己管
理能力及び人
間関係形成能
力を高める取
組を進めるた
め、教育相談、
SST の授業、学
校行事や部活
動などの充実
を図るととも
に、自己肯定
感・自己有用感
を高める指導
を充実する。 

すべての生徒の自己
肯定感・自己有用感
が高まるよう、学校
行事や部活動・生徒
会活動等を充実させ
るための取組を進め
る。 

4 
生徒会執行部や専門委員会を中心に、生徒が主体と
なって学校行事や部活動・生徒会活動等の企画・運
営を行った。 

4 
学校行事等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 80％以上であった。 

生徒

指導 

3 
生徒会執行部を中心に、生徒が主体となって学校行
事や部活動・生徒会活動等の企画・運営を行った。 

3 
学校行事等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 60％以上であった。 

2 
生徒の意見を反映させながら、教職員が主導して学
校行事や部活動・生徒会活動等の企画・運営を行っ
た。 

2 
学校行事等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 40％以上であった。 

1 
学校行事や部活動・生徒会活動等の企画・運営におい
て、生徒の意見を十分に反映させることができなかっ
た。 

1 
学校行事等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 40％未満であった。 

すべての生徒が安心
して学ぶことができ
るよう、教育相談体
制を充実させるとと
もに、いじめの未然
防止、早期発見、早
期対応のための取組
を進める。 

4 

配慮の必要な生徒について、チューターやスクール
カウンセラー、保健室等とも連携し、支援の具体的
な方策を決定するとともに、アンケート等により認
知したいじめに対して「いじめ防止委員会」を中心
に速やかに組織的に対応した。 

4 
学校生活等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 80％以上であった。 

総務

保健 

・ 

生徒

指導 

3 

配慮の必要な生徒について、チューターやスクール
カウンセラー、保健室等とも情報を共有するととも
に、アンケート等により認知したいじめに対して
「いじめ防止委員会」を中心に速やかに組織的に対
応した。 

3 
学校生活等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 60％以上であった。 

2 

配慮の必要な生徒について、チューターやスクール
カウンセラー、保健室等から情報を収集するととも
に、アンケート等により認知したいじめに対して
「いじめ防止委員会」を中心に対応した。 

2 学校生活等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 40％以上であった。 

1 
スクールカウンセラーや教育相談係についてホー
ムページ等で周知するとともに、いじめに関するア
ンケートを実施し、いじめの実態把握を行った。 

1 
学校生活等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 40％未満であった。 

すべての生徒の自己
管理能力を高め、生
徒自らが情報を活用
しながら円滑に学校
生活を送れるよう、
積極的な情報発信を
行う。 

4 
各分掌等との連携を密にし、必要な情報をホームペ
ージ、みらい通信、掲示板等で積極的に発信した。 4 

学校生活等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 80％以上であった。 

総務

保健 

3 
各分掌等と連携し、必要な情報をホームページ、み
らい通信、掲示板等で発信した。 

3 
学校生活等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 60％以上であった。 

2 ホームページ、みらい通信、掲示板等で情報発信した。 2 学校生活等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 40％以上であった。 

1 みらい通信、掲示板等での情報発信にとどまった。 1 学校生活等にかかる生徒アンケートで肯
定的評価の割合が 40％未満であった。 

                 



社
会
人
と
し
て
必
要
な
資
質
の
育
成 

生徒一人一人が
社会的・職業的
に自立できるよ
う、入学時から
組織的・計画的
に自己管理能力
及び社会形成能
力を高める取組
を進める。 

生徒の自己管
理能力及び社
会形成能力を
高める取組を
進めるため、イ
ンターンシッ
プなどの学校
外の学修の充
実を図るとと
もに、地域・企
業等との連携
を強化する。 

すべての生徒が自己
管理能力を高め、自
立していくことがで
きるよう、生徒の単
位修得率向上に向け
た取組を進める。 
（平日登校コース） 

4 
テーマ等を教科主任会等で焦点化するとともに、実
施計画や事後の課題等の集約を組織的に行った。 4 

昨年度から生徒の単位修得率が10%以上高
くなった。 

教務 

情報 

3 
テーマ等を教科主任会等で焦点化し、実施計画や事
後の課題等の集約を行った。 

3 
昨年度から生徒の単位修得率が５%以上高
くなった。 

2 テーマ等を教科ごとに決定するとともに、実施計画
や事後の課題等の集約を教科ごとに行った。 2 昨年度から生徒の単位修得率が１%以上高

くなった。 

1 テーマ等を教科ごとで決定し、実施計画や事後の課
題等の集約を行った。 

1 昨年度と生徒の単位修得率が同じまたは
低くなった。 

すべての生徒が自己
管理能力を高め、自
立していくことがで
きるよう、生徒の単
位修得率向上に向け
た取組を進める。 
（通信教育コース） 

4 テーマ等を教科主任会等で焦点化するとともに、実
施計画や事後の課題等の集約を組織的に行った。 

4 昨年度から生徒の単位修得率が10%以上高
くなった。 

3 テーマ等を教科主任会等で焦点化し、実施計画や事
後の課題等の集約を行った。 

3 昨年度から生徒の単位修得率が５%以上高
くなった。 

2 
テーマ等を教科ごとに決定するとともに、実施計画
や事後の課題等の集約を教科ごとに行った。 2 

昨年度から生徒の単位修得率が１%以上高
くなった。 

1 テーマ等を教科ごとで決定し、実施計画や事後の課
題等の集約を行った。 

1 昨年度と生徒の単位修得率が同じまたは
低くなった。 

地域・企業等との連
携を強化するため、
就職コーディネータ
ーやハローワーク等
との連携を進める。 

4 
就職コーディネーターやハローワーク等との連携を
進め、当初の計画どおりに企業との連携等を行った。 4 

インターンシップや企業訪問等の受け入
れ企業が 20 社以上であった。 

進路

指導 

3 
就職コーディネーターやハローワーク等との連携を進
め、当初計画の80％程度の企業との連携等を行った。 

3 
インターンシップや企業訪問等の受け入
れ企業が 10 社以上であった。 

2 就職コーディネーターやハローワーク等との連携を進
め、当初計画の50％程度の企業との連携等を行った。 

2 インターンシップや企業訪問等の受け入
れ企業が５社以上であった。 

1 就職コーディネーターやハローワーク等との連携を進め
たが、企業との連携等は当初計画の50％未満であった。 

1 インターンシップや企業訪問等の受け入
れ企業が５社未満にとどまった。 

生徒の進学に向けて
の意識を高めるた
め、大学・短大・専
門学校等の情報発信
に努める。 

4 
広島市域及び進学希望者が多い大学等との連携を密
にするとともに、それらの大学等が行う説明会等へ生
徒が参加しやすいよう組織的に取り組んだ。 

4 学校説明会等に参加した進学希望の生徒
割合が 80％以上であった。 

3 
広島市域及び進学希望者が多い大学等の情報収集を
進めるとともに、それらの大学等が行う説明会等へ生
徒が参加しやすいよう取り組んだ。 

3 
学校説明会等に参加した進学希望の生徒
割合が 70％以上であった。。 

2 
進学希望者が多い大学等の情報収集を進めるととも
に、それらの大学等が行う説明会等へ生徒が参加しや
すいよう取り組んだ。 

2 
学校説明会等に参加した進学希望の生徒
割合が 60％以上であった。。 

1 学校説明会等の情報提供を行うのみにとどまった。 1 学校説明会等に参加した進学希望の生徒
割合が 60％以下であった。。 

信
頼
さ
れ
る
学
校 

教職員が、心身
ともに健康な状
態で生徒と向き
合うことができ
よう、学校にお
ける働き方改革
の 取 組 を 進 め
る。 

重点 
働き方改革の
取組を進める
ため、年間月平
均の勤務時間
外の削減とと
もに、年次有給
休暇取得の促
進を図る等の
教職員の意識
改革を進める。 

教職員の年間月平均
の勤務時間外の在校
時間が 45時間以下に
なるよう、各自が定
めた定時退校日を確
実に実施する。 

4 各自が定めた定時退校日の実施率が80％以上であった。 4 年間月平均の勤務時間外の在校時間が 45 時
間以下の教職員の割合が80％以上であった。 

管理職 

3 各自が定めた定時退校日の実施率が60％以上であった。 3 年間月平均の勤務時間外の在校時間が 45 時
間以下の教職員の割合が60％以上であった。 

2 各自が定めた定時退校日の実施率が40％以上であった。 2 年間月平均の勤務時間外の在校時間が 45 時
間以下の教職員の割合が40％以上であった。 

1 各自が定めた定時退校日の実施率が40％未満であった。 1 
年間月平均の勤務時間外の在校時間が 45 時
間以下の教職員の割合が40％未満であった。 

 


